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特集：需要家設置蓄電池の最新動向 【実導入／実証事業】 

1． DR・VPP実証事業の位置付け

1. 1　電力システム改革
電力システム改革は、①安定供給の確保、②電気料

金の最大限の抑制、及び③需要家の選択肢や事業者の
事業機会の拡大を目的に、2016 年 4 月に第二段階で
ある電力小売の全面自由化を迎え、2020 年 4 月には、
第三段階の送配電部門の法的分離等が予定されてい
る。第三段階では、容量市場やリアルタイム市場等の
新たな電力市場の創設が予定されており、デマンドレ
スポンス（以下、DR注 1 という）を活用したネガワッ
ト取引の拡大も検討されている。

系統電力の調整力確保のための DR 活用は、2017
年度に厳気象対応用の調整力（電源Ⅰ ’）として一般
送配電事業者からの公募が開始されている。今後は、
現在の公募に替えて、2020 年を目途に需給調整市場
の創設が検討されており、一般送配電事業者は、この
市場を介して効率的に調整力を調達することとなる。

1. 2　調整力の種類
一般送配電事業者が需給バランスや周波数維持に必

要とする調整力は、負荷変動周期の短い順に、①ガバ
ナーフリー（=GF、数秒から数分程度）、②負荷周波
数制御（=LFC、数分から十数分程度）、③経済負荷
配分制御（=EDC、十数分から数時間程度）に大別さ
れる。

現在の調整力公募では、周波数調整機能を有する調
整力を電源Ⅰ -a（主に①と②）、周波数調整機能を有

しない調整力を電源Ⅰ -b（主に③）の区分としてお
り、両者はオンライン指令対応が必要である。また、
10 年に 1 回程度の猛暑・厳寒に対応するための調整
力を電源Ⅰ ’ として、DR は主にここで運用されてい
る。全国における電源Ⅰ ’ 入札でのネガワットの落札
容量は、2017 年度は 95.8 万 kW（ポジワット電源を
含む全容量 132.0 万 kW）、2018 年度は 96.1 万 kW（全
容量 132.2 万 kW）であった。

今後の需給調整市場では、実際の系統運用上の制御
方法に即し、上記①、②、③により近い、一次・二次・
三次調整力とする予定であり、いずれの区分において
も、DR が参加できるよう検討されている。特に①、
②に相当する数秒から数分程度の速い応答が期待され
る調整力では、蓄電池の活用が期待されている。

1. 3　DR・VPP実証事業
東日本大震災時の計画停電や節電要請を背景に、需

要側の需給調整力を有効に活用するため、先行する欧
米の事例を参考とし、日本における DR 活用に向けた
検討が進められた。DR 制度導入に先立ち、経済産業
省は 2014 年よりインセンティブ型 DR 実証を開始し、
2016 年度には DR の概念を広げ、各需要家の調整力
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